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図表１６：地震保険の再保険スキーム 

 

 

図表 16 は左から棒グラフがでているようなイメージで見てほしい。左端の 0からスター

トし、損害額が徐々に増加していき、750 億円までは民間保険会社がすべて補償する事とな

っている。それ以降～1 兆 3,118 億円までは民間保険会社が 50％、政府が 50％の割合で負

担し、さらにその上～5兆円までは、95％を政府が負担するようになっている。これは地震

発生時に支払った保険金総額によって判断される。また、基本的には地震発生時は民間保

険会社が一義的に契約者へ保険金を支払うが、いくつも地震が発生し大量の支払いが生じ

てしまうと、保険会社の資金も底を突いてしまう可能性もあるため、そういった場合には

一時的に政府が資金を融通することも想定されている。 

 

（１３） 再保険市場について 

日本と海外の再保険について説明する。まず、再保険とは保険の保険である。例えば前

述の地震保険であれば、民間保険会社と日本国政府の間での再保険が成立している。つま

り、民間保険会社は自社のリスクを超えて支払いが出来なくなってしまった場合には、政

府を頼りに支払いを行うことになる。この仕組みは国同士でも同様に行われている。日本

のリスクを自国内の保険市場で抱えきれない場合には、他国に頼ろうと日本から海外へ保

険料を支払いある一定条件を超えた場合には海外から保険金を受け取れるような約定を結

んだり、また損害が一定範囲を超えていなくても、事故が発生すれば一定額を支払うとい

うような約定を結んでいるケースもある。つまり、日本のリスクに対して海外を巻き込ん

で補償を提供しているのである。 

さて、2001 年時点では、日本から海外への出再保険料が 2,516 億円、支払再保険金が 2,364

億円であった。一方、海外からの受再保険料は 2,025 億円で、受取出再保険金が 1,144 億

円となっている。この時の保険金と保険料は同じ保険というわけではないため対応はして

いないが、日本から海外に支払っている保険料と保険金を、海外から受け取っているそれ

ぞれの金額と比較すると、この年に限って言えば損をしている事がわかる。 

このように、海外を巻き込んだ再保険という仕組みによって、お互いにリスクを保有し

合っているため、海外で巨大災害が発生すると、他国の保険会社が影響を受け損を被るこ
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ともある。例えば、9・11 テロの時には、まず元受保険会社が再保険をかけ、その再保険会

社がさらに再保険をかけというようにらせん状に広まっていったリスクによって日本の保

険会社が間接的にリスクを負う状況になってしまい、結果として破綻してしまった。この

ように、再保険は顔の見えない取引であるため自分がどこのリスクを負っているのかが見

えにくいという問題点もある。 

また世界には再保険を専門としている保険会社も多数存在する。世界でも有名なのは

Munich Re（ミュンヘン再保険会社）や Swiss Re（スイス再保険会社）などである。またイ

ギリスの Lloyd’s などの保険組合も再保険者として有名である。日本においても東京海上

日動火災保険による Millea や、再保険のみを専門としている保険会社としてトーアなどが

ある。 

 

図表１７：世界の再保険者トップ２０ 

 

 

（１４） 保険によるリスクヘッジ 

自然災害にどのようにして対応するかという保険会社の戦略は 3 つ軸を中心に考えられ

ている。これは元受保険のみならず再保険においても同様である。 

 

図表１８：保険におけるリスク評価 
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3 つの軸とは、図表 18 にある「イベント・サイズ」「カバレッジ」「バルネラビリティ」

である。「カバレッジ」では、例えば損害がある特定の条件に合致しないと保険金を支払わ

ないという約定を結ぶ。保険によってすべてをカバーせずに、カバーに制限を設ける、あ

るいは縮小払いをする事で、保険会社の抱えるリスクを小さくし、保険料をリーズナブル

なレベルに設定することも可能となる。次に「イベント・サイズ」とは大きなイベントの

時は支払わないなど特定のイベントに限って保険金を支払うという制限を設ける手法であ

る。そして「バルネラビリティ」の高いものは引き受けない、つまり保険会社自身がリス

クの判断をし、危ないものは引き受けないリスクの選択を行う戦略もある。 

どのようなリスクも、最初は実態が分からないため、実際よりも大きく判断される。も

ちろん最初に科学的な予測などは行うが、それだけですべてを把握することは出来ないの

で、時間経過などと共にリスク実態が判明することで、判断されるリスクのサイズも縮小

する。つまり、例えば地震保険であっても建物の性能が分からない状態で保険を引き受け

る時よりも、阪神大震災などの「経験」によってある構造の建物は壊れにくいという事が

判明すれば、判断されるリスクの大きさに変化が生じ、保険料設定にも違いが出てくると

いうことになる。こういった考え方を用いれば、保険を販売する事が、耐震化などを行う

ためのインセンティブにもなり得るため、保険におけるリスク評価は社会的に見ても重要

な役割を果たしていると考えられる。 

このように保険会社はリスクのコントロールを試みているが、建物の耐震性の判断や、

地盤の調査などの技術に関してのプロではないため、技術と実務の部分にギャップが生じ

ている。そのため、公的なハザードマップや建物評価などを活用し、契約者も保険会社も

リスクがどの程度であるということを共通認識することが出来ればトラブルが生じにくく

なってくるであろう。 

 

（１５） リスクカーブと保険 

リスク評価を行うことによって、リスクカーブを描くことも可能となる。これは、損失

の大きさを横軸にとり、その発生頻度を縦軸にとって描かれる。その手順としては、まず

は過去に発生したイベントを頻度に応じてプロットし、それらの点を繋ぎイベントカーブ

を描く。そして、未経験事象も配慮して大きい損失までを推定することで図表 19（左図）

のようなリスクカーブが描かれる。 
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図表１９：リスクカーブと保険ヘッジ 

  

 

では、このリスクカーブの内、保険はどの部分をヘッジするために活用されるか。リス

クカーブを描くことでリスクを定量的に把握できるため、図表 19（右図）のように小さな

リスクの部分に関しては、損害を受ける可能性のある主体自体が、業務改善などによって

リスクを縮小する取り組みを図ることで対応し、業務改善などでは対応しきれない大きな

リスクに対してのみ保険カバーを活用するという合理的な対応が出来るようになる。こう

いった意味でリスクカーブをそれぞれのリスク主体が作成するということが望まれる。 

 

 

３．ハリケーンカトリーナに関して 

アメリカには NFIP という洪水保険制度が存在しているが、これは日本の地震保険と同じ

く、公的な保険である。しかし、その一方で日本の地震保険と決定的に違うのは、日本で

は民間保険会社もリスクを負担しているのに対し、NFIP は 100％政府が対応しており、民

間保険会社は販売のための手数料をとるだけの制度である点だ。 

これはアメリカで過去に大きな洪水が度々発生したことによって、民間保険会社が洪水

保険のマーケットから撤退してしまったことが背景にある。しかし水害はフロリダなどの

地域に集中して発生するため、撤退によって、危険地域の居住者が保険に加入できなくな

ってしまう事は大きな問題となり、連邦政府が FEMA に作らせたのが NFIP である。 

しかし、NFIP はハリケーンカトリーナの際に、保険の効果を発揮していないという批判

を受けた。それは、カトリーナが低所得者層の居住区を中心に大きな被害を与えたが、低

所得者層の人々は保険に加入していなかったため、保険金を受け取ることが出来なかった

からである。 

 

（１） ハリケーンカトリーナによる被害 

 ハリケーンカトリーナは日本列島がすっぽりと入ってしまうほどの大きさで、メキシコ

湾全体を襲った。2004 年はこのカトリーナのほかにもリタ、ウィルマという同程度の規模

のハリケーンがアメリカを襲っている。こういった中でカトリーナは気象現象としては想

定されていたほどの規模ではなかったという意見もある。例えば図表 20（左図）にある
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Land-falling Category は 4 となっているが実際に上陸後は 3程度であったとも言われてい

る。 

 

図表２０：アメリカを襲ったハリケーン 

   

 

実際、ハリケーンの強さという意味では、ウィルマやリタの方がカトリーナより強く、

例えばウィルマの 882hp というほど低い気圧は、日本にくる台風などではまずあり得ない

であろう。ただ、上陸後の強さという意味ではウィルマやリタよりもカトリーナの方が強

かった。 

図表 21(左図)のカトリーナの下位にアンドリューというハリケーンがある。このハリケ

ーンは過去のハリケーン史上で最も大きな被害をもたらしたことで、長い間アメリカのメ

ルクマールとして存在していたが、カトリーナはこれを超えてしまった。図表 21 はカトリ

ーナ以前のハリケーンの被害額を示しているが、カトリーナはアンドリューの 2 倍程度は

あるのではないかといわれており、つまりは 1 千億ドル程度の被害額となると予想されて

いるほど別格の規模であった。 

 

図表２１：１０ most intense land-falling とハリケーン被害額 

  

 

 また、その規模の大きさは、アメリカにおける企業規模と比較することでもわかる。 
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